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報告第１号 

  

平成２８年度決算に基づく泉南市健全化判断比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、平成２８年度決算に

基づく泉南市健全化判断比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

  平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２８年度決算に基づく泉南市健全化判断比率 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．９５） 

― 

（１７．９５） 

 １２．２ 

（２５．０） 

１０７．２ 

（３５０．０） 

 ※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額がないため「－」と記載している。 

 ※本市の早期健全化基準を括弧内に記載している。 
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泉南監報告第 １１ 号 

平成２９年８月１４日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員  市 橋 直 子 

泉南市監査委員  河 部  優  

 

平成２８年度泉南市財政健全化判断比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により審査に付された、平成

２８年度泉南市財政健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、次のとおり意見を

提出します。 

 

平成２８年度泉南市財政健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適

正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成され

ているものと認められる。 

 いずれの比率も早期健全化基準未満であり、「財政健全化計画」策定を要しない。 
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記 

（単位：％） 

健全化判断比率 平成２７年度 平成２８年度 早期健全化基準 

① 実質赤字比率 ― ―     １２．９５ 

② 連結実質赤字比率 ― ―     １７．９５ 

③ 実質公債費比率   １１．６   １２．２   ２５．０ 

④ 将来負担比率 １２０．６ １０７．２ ３５０．０ 

※「―」は実質赤字額・連結実質赤字額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

① 実質赤字比率について 

 平成２８年度の実質収支は黒字であるため、実質赤字比率は算定されない。 

② 連結実質赤字比率について 

 平成２８年度の連結実質収支は黒字であるため、連結実質赤字比率は算定されない。 

③ 実質公債費比率について 

 平成２８年度の実質公債費比率は１２．２％となっており、早期健全化基準の２５．０％未満である。 

④ 将来負担比率について 

 平成２８年度の将来負担比率は１０７．２％となっており、早期健全化基準の３５０．０％未満である。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 
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報告第２号 

 

平成２８年度泉南市下水道事業特別会計決算に基づく資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、平成２８年度泉南

市下水道事業特別会計決算に基づく資金不足比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２８年度決算に基づく資金不足比率 

（単位：％） 

※資金不足額がないため「－」と記載している。

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

下水道事業特別会計 － ２０．０ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

施行令（平成 19 年政令第 397 号）第 17 条

の規定により事業の規模を算定 
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泉南監報告第 １２ 号 

平成２９年８月１４日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員  市 橋 直 子 

泉南市監査委員  河 部  優  

 

平成２８年度泉南市下水道事業特別会計資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により審査に付された、平

成２８年度泉南市下水道事業特別会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、

次のとおり意見を提出します。 

 

平成２８年度泉南市下水道事業特別会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適正

に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されて

いるものと認められる。 
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記 

 

（単位：％） 

比 率 名 平成２７年度 平成２８年度 経営健全化基準 

資金不足比率 ― ― ２０．０ 

※「―」は資金不足額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

   平成２８年度は資金不足額がないため、資金不足比率は算定されない。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 
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報告第３号 

 

平成２８年度泉南市水道事業会計決算に基づく資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、平成２８年度泉南

市水道事業会計決算に基づく資金不足比率を別紙監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２８年度決算に基づく資金不足比率 

（単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

水道事業会計 － ２０．０ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

施行令（平成 19 年政令第 397 号）第 17 条

の規定により事業の規模を算定 

 ※資金不足額がないため「－」と記載している。
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泉南監報告第 １３ 号 

平成２９年８月１４日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員  市 橋 直 子 

泉南市監査委員  河 部  優  

 

平成２８年度泉南市水道事業会計資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により審査に付された、平

成２８年度泉南市水道事業会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、次のと

おり意見を提出します。 

 

平成２８年度泉南市水道事業会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適正

に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されて

いるものと認められる。 
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記 

 

（単位：％） 

比 率 名 平成２７年度 平成２８年度 経営健全化基準 

資金不足比率 ― ― ２０．０ 

※「―」は資金不足額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

   平成２８年度は資金不足額がないため、資金不足比率は算定されない。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 
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議案第１号 
 

泉南市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 
 次の者を泉南市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３

項の規定により、議会の同意を求める。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 
 住  所  大阪市西区靭本町三丁目１番２１号 
 氏  名  佐藤 さゆき（さとう さゆき） 
 生年月日  昭和４３年９月１７日 
 職  業  不動産鑑定士 
 
提案理由 
 固定資産評価審査委員会委員松本隼人氏は、平成２９年１１月３０日をもって任期満了となるため、同委員の後任として

佐藤さゆき氏を最適任者と認め、新たに選任したいので提案するものである。 
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議案第１号参考

佐藤 さゆき氏 経歴 

平成 ４年  ３月 関西大学文学部卒業 

同 ４年  ４月 東急リバブル株式会社入社 

同  １１年１１月 株式会社明日香不動産研究所入社 

同  １２年  ７月 株式会社不動産経営研究所入社 

同  １６年  ３月 不動産鑑定士登録 

同  １７年  ３月 咲不動産鑑定設立
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議案第２号 
 

工事請負契約の締結について 

 
 次のとおり工事請負契約を締結することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年泉南市条例第１２号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 
 

平成２９年９月６日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 

契 約 の 目 的 泉南中学校改築工事 

契約の相手方 住所 大阪市浪速区湊町一丁目２番３号マルイト難波ビル 

名称 淺沼・石野組建設特定建設工事共同企業体 

代表者 株式会社淺沼組 大阪本店 

常務執行役員本店長 植芝幸擴 

契 約 金 額 ２，５１２，０８０，０００円 

契約の締結方法 一般競争入札 

仮 契 約 日 平成２９年８月１６日
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議案第２号参考資料 
 

工事請負仮契約の締結の経過 
 
泉南中学校改築工事 

 
工事の概要  校舎、屋内運動場、青少年センターの建設工事 

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）、３階建 

建築面積 ４４７４．４５㎡ 

延床面積 ９３８２．５０㎡ 

（内訳） 校舎、屋内運動場、青少年センター ９０８４．８２㎡ 

その他付属建物           ２９７．６８㎡ 

建 築 工 事・・・一式 

電 気 設 備 工 事・・・一式 

空気調和設備工事・・・一式 

給排水衛生設備工事・・・一式 

 
工事期間    本契約締結日から平成３１年２月１５日まで 

 
入札事項    入 札 日  平成２９年８月８日 
      入札参加者数  ９者 
      入 札 回 数  １回 
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泉南中学校改築工事入札業者及び入札経過一覧表 
 
落 札 金 額 ２，５１２，０８０，０００円 
注）落札金額は、入札金額に当該金額の１００分の８に相当する額（円未満切捨て）を加算した金額とする。 

  
業 者 名 第１回入札金額（円） 備 考 

淺沼・石野組建設特定建設工事共同企業体 ２，３２６，０００，０００ 落 札（ 抽 選 ） 

岩田地崎・森下特定建設工事共同企業体 ２，５３５，０００，０００   

奥村・杉本特定建設工事共同企業体 ２，６１２，０００，０００   

㈱鴻池組 ２，４８７，０００，０００   

東急建設㈱  辞 退 

南海辰村建設・阪南土建特定建設工事共同企業体 ２，４４８，０００，０００   

日本国土開発・旭工建特定建設工事共同企業体 ２，３２６，０００，０００   

㈱フジタ ２，４８０，０００，０００   

松村・日の出特定建設工事共同企業体 ２，６４０，０００，０００   

 
予 定 価 格 ２，６４０，０００，０００円 
最低制限価格 ２，３２６，０００，０００円 

 注）入札金額、予定価格、最低制限価格には消費税分及び地方消費税分に相当する金額は含まない。 

20



議案第３号 

 

調停の申立てについて 

 

 下記に示す者に対し、下記泉南市樽井地区財産区財産にかかる払下げ又は貸付けを求めて調停を申し立てることについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  平成２９年９月６日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 

１ 申立人 

泉南市樽井地区財産区 管理者 

 

２ 相手方及びその使用する財産区財産について（計１０名） 

氏 名 住 所 使用地番 登記地積 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番１８ ３３７．５９㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２１ １４５．７６㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２２ ５２８．０４㎡ 
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氏 名 住 所 使用地番 登記地積 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２３ １８８．５６㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２４ ３７７．０１㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２５ ３０１．２３㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番２６ ４９７．６９㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 
泉南市樽井２２０７番３３ １４７．３３㎡ 

泉南市樽井２２０７番３７   ６０１．９８㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番３５ ３８３．６４㎡ 

○○ ○○ 泉南市内 泉南市樽井２２０７番３８ ２８７．５５㎡ 

 

３ 申立ての趣旨 

  各相手方に対し、それぞれが使用する財産区財産に係る評価額をもって、払下げ又は貸付けを求める。 

 

４ 申立ての理由 

本件は、第２項に記載する各相手方が長期にわたり使用する財産区財産について、その使用する対価を財産区は歳入して

おらず、財産区より各相手方に対し当該土地の払下げ又は貸付けを求めその対価を算定し提示したところ、相手方と調整が

つかず、本件の解決を目指すべく調停の申立てを行うこととしたため。 
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樽井駅 

泉南市役所 

位 置 図 

対象地 
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議案第４号 

 

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２９年９月６日提出 

 

                    泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）の一部改正により、

条例で定めた独自利用事務の情報連携についての規定が追加されたことに伴い、本市個人情報保護条例においても規定の整

備を行う必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

泉南市個人情報保護条例（平成１９年泉南市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４号中「第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条において準用する場合を含む。）」を加える。 

第１９条の２中「又は」を「若しくは」に改め、「提供者」の次に「又は同条第８号に規定する条例事務関係情報照会者

若しくは条例事務関係情報提供者」を、「第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条において準用する場合を含

む。）」を加える。 

第２１条第２項第１号中「第２８条」を「第２９条」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

27



白  紙 

28

kagotani2320
長方形



議案第５号 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２９年９月６日提出 

 

                    泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由  

人事院規則の一部を改正する規則の施行及び雇用保険法等の一部を改正する法律の施行による地方公務員の育児休業等に

関する法律の改正に伴い、職員の育児休業について所要の措置を講じる必要から、本条例を提案するものである。 

 

 

 

 

 

29



白  紙 

30

kagotani2320
長方形



泉南市条例第 号 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の育児休業等に関する条例（平成４年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号ア（イ）中「第２条の３第３号」の次に「及び第２条の４」を、「いう。）」の次に「（第２条の４に規定

する場合に該当して育児休業をしようとする場合は、２歳に達する日）」を加える。 

第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の特に必要と認められる場合として条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の特に必要と認められる場合として条例で定める場合は、非常勤職員（当該非常勤職

員又はその配偶者が育児休業に係る子の１歳６か月到達日において育児休業をしている非常勤職員であって、当該子の１

歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当するも

のに限る。）が当該子の１歳６か月到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合とする。 

第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定す

る認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の

利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え、同条第７号中「場合」の次に「又は第２

条の４に規定する場合」を加える。 

第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行って

いるが、当面その実施が行われないこと」を加える。 

第１１条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について保育所等における保育の利用を希望し、
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申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第３号の改正規定、第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次

に１条を加える改正規定及び第３条第７号の改正規定は、平成２９年１０月１日から施行する。 
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議案第６号 

  

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

  

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２９年９月６日提出 

  

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

  

提案理由 

 雇用保険法等の一部を改正する法律の施行により、失業者の退職手当について定められた国家公務員退職手当法が改正さ

れたことに伴い、職員の退職手当について所要の措置を講じる必要から本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の退職手当に関する条例（昭和３１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第１０項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ その者が次のいずれかに該当する場合 

ア 特定退職者であって、雇用保険法第２４条の２第１項各号に掲げる者に相当する者として規則で定める者のいずれ

かに該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和２２

年法律第１４１号）第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な者であって、同法第２４条の

２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照

らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めた

もの 

第１０条第１１項第５号中「公共職業安定所の」を「公共職業安定所、職業安定法第４条第８項に規定する特定地方公共

団体若しくは同法第１８条の２に規定する職業紹介事業者の」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

９ 平成３４年３月３１日以前に退職した職員に対する第１０条第１０項の規定の適用については、同項中「第２８条まで」

とあるのは「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号中 

「イ 法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な者であって、同法第２４条の２第１項
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第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの  」 

とあるのは 

「イ 法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な者であって、同法第２４条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、市長が同法第２４条の２第１項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）                            」 

とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第１１項第５号の改正規定及び附則第３項の規定は、平成３０

年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下この項及び次項において「新条例」という。）第１０条第

１０項（第２号に係る部分に限り、新条例附則第９項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定は、退職職

員（退職した職員の退職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を

含む。）をいう。次項において同じ。）であって職員の退職手当に関する条例第１０条第１項第２号に規定する所定給付

日数から同項に規定する待機日数を減じた日数分の同項の退職手当又は同号の規定の例により雇用保険法（昭和４９年法

律第１１６号）の規定を適用した場合におけるその者に係る同号に規定する所定給付日数に相当する日数分の同条第３項
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の退職手当の支給を受け終わった日が施行日以後であるものについて適用する。 

３ 退職職員であって雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１４号）第４条の規定による改正後の職業安

定法（昭和２２年法律第１４１号）（以下この項において「改正後職業安定法」という。）第４条第８項に規定する特定

地方公共団体又は改正後職業安定法第１８条の２に規定する職業紹介事業者の紹介により職業に就いたものに対する新条

例第１０条第１１項（第５号に係る部分に限り、職員の退職手当に関する条例第１０条第１５項において準用する場合を

含む。）の規定は、当該退職職員が当該紹介により職業に就いた日が附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後

である場合について適用する。 
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議案第７号 

 

福祉医療費助成制度の再構築に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

 福祉医療費助成制度の再構築に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 大阪府福祉医療費助成制度の再構築に伴い本市関係条例の整備を行う必要があることから、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

福祉医療費助成制度の再構築に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（泉南市老人医療費の助成に関する条例の廃止） 

第１条 泉南市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年泉南市条例第３７号）は、廃止する。 

（泉南市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 泉南市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年泉南市条例第３０号）の一部を次 

のように改正する。 

題名中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」に改める。 

第１条中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」に改める。 

第２条第１項中「各法」という。）」の次に「若しくは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）」

を加え、同項中第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加える。 

⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福

祉手帳を所持する者のうち、その障害の程度が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第

１５５号）第６条第３項の表において１級に該当する者 

⑷ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第７条第４項に規定する医療受給者証の所 

持者又は特定疾患治療研究事業実施要綱に基づき都道府県知事が交付する受給者証の所持者のうち、その障害の程度

が国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）第４条の６の別表において１級の第９号に該当する者（その障害

の程度が同程度以上と認められる者を含む。）又は特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３
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４号）第２条第１項に規定する障害児のうち、その障害の程度が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭

和５０年政令第２０７号）第１条第３項の別表第３において１級の第９号に該当する者 

第２条第２項第４号中「国民健康保険法又は社会保険各法」を「国民健康保険法、社会保険各法又は高齢者の医療の確

保に関する法律」に改め、「含む。）又は社会保険各法」の次に「若しくは高齢者の医療の確保に関する法律」を加え、

同項第５号中「泉南市老人医療費」を「廃止前の泉南市老人医療費」に、「規定による老人医療費の支給を受けることが

できる」を「規定により医療証の交付を受けている」に改め、同項に次の１号を加える。 

⑹ 泉南市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例（昭和５５年泉南市条例第７号）又は泉南市子どもの医療費の助

成に関する条例（平成６年泉南市条例第２５号）の規定により医療証の交付を受けている者 

第２条に次の１項を加える。 

３ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定

する障害者支援施設又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害児入所

施設に限る。）への入所をしたことにより、当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対象者（国民健康

保険法又は高齢者の医療の確保に関する法律における対象者（国民健康保険組合に加入している対象者は除く。）に限

る。）であって、当該施設に入所をした際他の市町村（当該施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に

住所を有していたと認められるものは、第１項の規定にかかわらず、当該他の市町村の対象者とする。 

 第２条の２中「前年」の次に「の所得」を加え、「受けることになる」を「受けようとする」に、「）の所得」を「の 

所得。以下同じ。）」に改める。 

第３条第１項中「国民健康保険法又は」を「国民健康保険法、」に改め、「各法」の次に「又は高齢者の医療の確保に

関する法律」を加え、「（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）及び」を「、訪問看護療養費、」

に改め、「家族療養費」の次に「及び家族訪問看護療養費」を加え、「食事の提供たる療養に係る給付」を「食事療養若

しくは生活療養に係る給付又は精神病床への入院に係る給付」に改め、同条第２項に次の２号を加える。 
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⑶ 対象者が、助成を受けて取得した薬剤等を助成の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に 

供した場合 

⑷ その他市長が不適当と認める事由が生じた場合 

第４条に次の１項を加える。 

２ 次条による申請が月の途中である場合には、前項の規定にかかわらず、その適用を当該月の初日に遡及することがで

きる。ただし、当該月において、身体障害者手帳を交付される者にあっては身体障害者手帳の交付日、知的障害の程度

の判定をされた者にあっては療育手帳又は判定書の判定日、精神障害者保健福祉手帳を交付される者にあっては精神障

害者保健福祉手帳の交付日又は特定医療費（指定難病）受給者証若しくは特定疾患医療受給者証を交付される者にあっ

ては特定医療費（指定難病）受給者証若しくは特定疾患医療受給者証に記載される有効期間の開始日を越えて遡及する

ことはできない。 

 第６条中「があったときは、その資格を審査し、」を「に基づいて助成を受けることができる者であることを確認した 

ときは、申請者に規則で定める」に、「交付する」を「交付するものとする」に改める。 

第７条を削る。 

第８条中「契約医療機関」を「第３条第１項の規定による助成を取り扱う健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６

３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以

下「医療機関」という。）」に改め、同条を第７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（医療証の提示） 

第８条 医療証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）が、大阪府内に所在地を有する医療機関において、第

３条第１項の規定の適用を受けようとするときは、当該医療機関に、医療証を提示しなければならない。 

第１０条中「医療証の交付を受けた者」を「受給者」に改める。 

第１３条を第１６条とし、第１２条の次に次の３条を加える。 
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（事実の調査） 

第１３条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受けようとする者に対し、出頭を求め、質問

をし、又は文書の提示若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

（報告等） 

第１４条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の提

出若しくは提示を命じ、又はこれらの事項に関し受給者その他の関係者に質問し、若しくは診断書の提出を求めること

ができる。 

（助成の制限） 

第１５条 市長は、受給者が、正当な理由なしに、前条の規定による命令に従わず、又は答弁若しくは診断書の提出を拒

んだときは、助成の全部又は一部を行わないことができる。 

 （泉南市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 泉南市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「より」の次に「、その健康の保持」を、「育成」の次に「に寄与し、もってひとり親家庭の福祉の増進」を

加える。 

第２条第１項中「有する者」の次に「であって国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者又は

規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保険各法」という。）若しくは高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被

扶養者」を加え、「次に」を「次の各号の一に」に改め、同条第２項第５号を同項第６号とし、同項第４号中「身体

障害者及び知的障害者」を「重度障害者」に改め、「第３０号）」の次に「又は子どもの医療費の助成に関する条例

（平成６年泉南市条例第２５号）」を加え、「による医療費の助成を受けることができる」を「により医療証の交付

を受けている」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「泉南市老人医療費」を「廃止前の泉南市老人医療費」
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に、「による医療費の助成を受けることができる」を「により医療証の交付を受けている」に改め、同号を同項第４

号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国民健康保険法、社会保険各法又は

高齢者の医療の確保に関する法律の規定により、国民健康保険法の規定による被保険者（被保険者であった者を

含む。）又は社会保険各法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者、組合員若しくは加入者

（被保険者、組合員若しくは加入者であった者を含む。）（以下これらを「対象者等」という。）が負担すべき

額について全額公費負担を受けることができる者 

第３条第１項中「又は規則」を「、規則」に改め、「いう。）」の次に「又は高齢者の医療の確保に関する法律」

を加え、「（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）及び」を「、訪問看護療養費、」に改め、

「家族療養費」の次に「又は家族訪問看護療養費」を加え、「食事の提供たる療養」を「食事療養若しくは生活療養

に係る給付又は精神病床への入院」に、「国民健康保険法の規定による被保険者（被保険者であった者を含む。）又

は社会保険各法の規定による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。）」を「対象者等」に改め、同条第２項に次の２号を加える。 

⑶ 対象者が、助成を受けて取得した薬剤等を助成の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保

に供した場合 

⑷ その他市長が不適当と認める事由が生じた場合 

第３条第３項を次のように改める。 

３ 医療費の助成は、助成すべき額に相当する金額を市長が第１項の規定による助成を取り扱う健康保険法（大正１

１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は同法第８８条第１項に規

定する指定訪問看護事業者（以下「医療機関」という。）に支払うことによって行う。ただし、次条の申請のあっ

た日から医療証の交付のあった日の前日までの間に療養を受けたとき又は市長が特別の理由があると認めるときは、
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対象者に支払うことにより医療費の助成を行うことができる。 

第３条第４項を削る。 

第４条中「医療費の助成」を「この条例の適用」に改める。 

第５条の見出し中「開始」を「適用」に改め、同条第１項中「医療費」を「第３条の規定による医療費」に改め、

「の属する月の初日」を削り、同項に次のただし書を加える。 

ただし、その助成の適用は、当該月の初日を限度に、配偶者と離別した日若しくは死別した日又は扶養義務者と

生計を同じくしなくなった日に遡及することができる。 

第５条第２項中「の属する月の初日」を削る。 

第６条中「受けた」を「受けている」に改め、「いう。）は、」の次に「大阪府内に所在地を有する医療機関にお

いて、」を加え、「第３項」を「第１項」に、「契約医療機関等」を「医療機関」に改める。 

第９条第１項中「医療費」を「この条例による医療費」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 医療証は、譲渡し、又は貸与してはならない。 

第１１条中「ついて」を「関し」に改め、同条を第１４条とし、第１０条の次に次の３条を加える。 

（事実の調査） 

第１１条 市長は、資格の審査のために必要があるときは、この条例の適用を受けようとする者に対し、出頭を求め、

質問をし、又は文書の提示若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

（報告等） 

第１２条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件

の提出若しくは提示を命じ、又はこれらの事項に関し受給者その他の関係者に質問し、若しくは診断書の提出を求

めることができる。 
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（助成の制限） 

第１３条 市長は、受給者が、正当な理由なしに、前条の規定による命令に従わず、又は答弁若しくは診断書の提出

を拒んだときは、助成の全部又は一部を行わないことができる。 

 （泉南市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第４条 泉南市子どもの医療費の助成に関する条例（平成６年泉南市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）」を「、訪問看護療養費、家族

療養費」に、「家族療養費」を「家族訪問看護療養費」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、精神病床への入院に係る給付を除く。 

第３条第１項中「子ども」を「者であって、医療保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同

じ。）、組合員、加入者の被扶養者である者」に改め、同条第２項に次の１号を加える。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、医療保険各法の規定により、医療保

険各法による被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、組合員若しくは加入者であった者を含む。）が負担

すべき額について全額公費負担を受けることができる者 

第３条第３項第１号中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」に、「による医療費の助成を受けることが

できる」を「により医療証の交付を受けている」に改め、同項第２号中「による医療費の助成を受けることができる」

を「により医療証の交付を受けている」に改める。 

第４条第２項に次の２号を加える。 

⑶ 対象者が助成を受けて取得した薬剤等を助成の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供した場合 

⑷ その他市長が不適当と認める事由が生じた場合 

第６条中「医療費」を「この条例の適用」に改める。 
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第８条中「受けた」を「受けている」に、「市長と契約した病院、診療所又は薬局」を「大阪府内に所在地を有す

る健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は同法

第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者」に、「契約医療機関等」を「医療機関」に改める。 

第９条中「契約医療機関等」を「医療機関」に改め、同条ただし書中「市長が必要と認める場合は、助成すべき額

を当該申請者に支払うことができる」を「第６条の申請のあった日から医療証の交付のあった日の前日までの間に療

養を受けたとき又は市長が特別の理由があると認めるときは、対象者に支払うことにより医療費の助成を行うことが

できる」に改める。 

第１２条に次の１項を加える。 

２ 医療証は、譲渡し、又は貸与してはならない。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前における第１条の規定による廃止前の泉南市老人医療費の助成に関する条例（以下「旧老人

医療費条例」という。）第２条に規定する対象者が、この条例の施行の日前に受けた療養に要する費用に係る助成につい

ては、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の日前における旧老人医療費条例第２条に規定する対象者（この条例の施行の日以後、大阪府内の市町

村から泉南市に住所を変更した者を含む。）が、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までに受けた療養に要す

る費用に係る助成については、第２条の規定による改正後の泉南市重度障害者の医療費の助成に関する条例の規定を準用

する。 

３ この条例の施行の日前における旧老人医療費条例第２条に規定する対象者（この条例の施行の日以後、大阪府内の市町
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村から泉南市に住所を変更した者を含む。）が、平成３３年３月３１日までに受けた精神病床への入院に要する費用に係

る旧老人医療費条例第３条に規定する助成の範囲については、前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この条例の施行の日前における旧老人医療費条例第２条に規定する対象者が、この条例の施行の日以後、泉南市重度障

害者の医療費の助成に関する条例又は泉南市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例により医療証の交付を受けたとき

は、前２項の規定にかかわらず、助成の対象としない。 

第３条 第２条の規定による改正後の泉南市重度障害者の医療費の助成に関する条例（以下「新障害者医療費条例」とい

う。）については、この条例の施行の日以後に係る医療費について適用し、施行日前に係る医療費ついては、なお従前の

例による。 

２ 新障害者医療費条例第２条第３項に規定する対象者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律第５条第１１項に規定する障害者支援施設又は児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害児入所施

設に限る。）への入所をしたことにより、当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対象者であって、当該

施設に入所をした際他の市町村（当該施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認め

る市町村の対象者について適用し、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１１項に規定

する障害者支援施設又は児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害児入所施設に限る。）への入所をしたこ

とにより、当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対象者であって、当該施設に入所をした際他の市町村

（当該施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認めない市町村の対象者については、

なお従前の例による。 

３ 新障害者医療費条例第３条第１項に規定する精神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新た

に対象となる対象者について適用し、施行前に係る対象者については、平成３３年３月３１日までは、なお従前の例によ

る。 

第４条 第３条の規定による改正後の泉南市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（以下「新ひとり親医療費条例」と
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いう。）については、この条例の施行の日以後に係る医療費について適用し、施行日前に係る医療費については、なお従

前の例による。 

２ 新ひとり親医療費条例第３条第１項に規定する精神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新

たに対象となる対象者について適用し、施行前に係る対象者については、平成３３年３月３１日までは、なお従前の例に

よる。 

第５条 第４条の規定による改正後の泉南市こどもの医療費の助成に関する条例（以下「新こども医療費条例」という。）

については、この条例の施行の日以後に係る医療費について適用し、施行日前に係る医療費については、なお従前の例に

よる。 

２ 新子ども医療費条例第２条第３項に規定する精神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新た

に対象となる対象者について適用し、施行前に係る対象者については、平成３３年３月３１日までは、なお従前の例によ

る。 

 （準備行為） 

第６条 新障害者医療費条例第５条、第１０条、第１３条及び第１４条の規定による必要な手続その他の行為は、この条例

の施行前においても、改正後の同条の規定の例により行うことができる。 

２ 新ひとり親医療費条例第４条、第１０条、第１１条及び第１２条の規定による必要な手続その他の行為は、この条例の

施行前においても、改正後の同条の規定の例により行うことができる。 

（個人番号の利用に関する条例の一部改正） 

第７条 個人番号の利用に関する条例（平成２７年泉南市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の１の項を削り、同表２の項中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」とし、同項を同表１の項

とし、同表中３の項から１０の項までを１項ずつ繰り上げる。 

別表第２の１の項を削り、同表２の項中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」とし、同項を同表１の項
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とし、同表中３の項から１０の項までを１項ずつ繰り上げる。 
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議案第８号 

 

平成２９年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第３号） 

 

 平成２９年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２６４，３７５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２５，９４７，６２５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の補正は、「第２表 地方債補正」による。 

 

平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第２表　地方債補正

１  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内 　　千円 年％以内

認定こども園整備事業 44,000 普通貸借 ６ 46,900 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

(証書借入)

又　　は

証券発行

臨時財政対策債 1,030,000 〃 〃 〃 1,015,059 〃 〃 〃

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

政府その他の金融機関の
資金については、その融
通条件による。ただし、
財政の都合により、償還
期限及び据置期間を短縮
し、又は繰上償還若しく
は低利に借り換えること
ができる。

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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 一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

490 1,739,911 1,419,158 3,159,069 598,513 3,757,582

496 1,750,656 1,430,578 3,181,234 590,816 3,772,050

△ 6 △ 10,745 △ 11,420 △ 22,165 7,697 △ 14,468

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

55,001 107,829 43,440 16,849 58,421 31,854 6,344 21,690

59,600 108,548 40,032 16,676 58,421 32,211 6,344 22,285

△ 4,599 △ 719 3,408 173 0 △ 357 0 △ 595

千円 千円 千円 千円

648 416,481 268,853 391,748

648 421,362 272,703 391,748

0 △ 4,881 △ 3,850 0

単身赴任手当 期末手当

特殊勤務手当

勤勉手当

管理職手当

退職手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

比  較

区  分

補正後

補正前

扶養手当 住居手当地域手当 超過勤務手当 児童手当通勤手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

給　　　与　　　費
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円

　
補正後 372人 118人 490人

補正前 376人 120人 496人

比 　較 △4人 △2人 △6人

千円 千円

　扶養手当 △ 4,599  千円

　地域手当 △ 719  千円

　管理職手当 3,408  千円

　住居手当 173  千円

　通勤手当 △ 357  千円

　児童手当 △ 595  千円

　期末手当 △ 4,881  千円

　勤勉手当 △ 3,850  千円

職員手当等 △ 11,420

人事異動等による増減

人事異動等に伴う増減分 △ 11,420 人事異動等による増減

計

備      　　　  考

給　　料 △ 10,745 人事異動等に伴う増減分

増減事由別明細

職員の異動状況 一般職員 任期付職員

△ 10,745
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（単位：千円）

前 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1. 13,550,087 3,318,400 15,713,317 13,550,088 3,321,300 15,716,218

(1) 土 木 3,995,504 99,200 3,546,787 3,995,505 99,200 3,546,788

(2) 農 林 水 産 156,622 42,300 137,003 156,622 42,300 137,003

(3) 教 育 1,345,333 2,636,200 3,864,108 1,346,134 2,636,200 3,864,909

(4) 公 営 住 宅 453,792 402,122 453,792 402,122

(5) 民 生 313,127 105,100 394,876 312,327 108,000 396,976

(6) 衛 生 953,987 377,200 1,260,285 953,987 377,200 1,260,285

(7) 総 務 6,150,830 58,400 5,965,626 6,150,829 58,400 5,965,625

(8) 消 防 180,892 142,510 180,892 142,510

2. 102,981 98,038 102,981 98,038

(1) 土 木 102,981 98,038 102,981 98,038

3. 163,001 151,468 163,000 151,467

(1) 一 般 会 計 出 資 債 163,001 151,468 163,000 151,467

4. 276,196 214,632 276,195 214,631

(1) 住民税等減税補てん債 276,196 214,632 276,195 214,631

5. 13,736 13,736

(1) 臨 時 税 収 補 て ん 債 13,736 13,736

6. 11,040,467 1,199,200 11,391,971 11,040,468 1,184,259 11,377,031

(1) 臨 時 財 政 対 策 債 11,040,467 1,199,200 11,391,971 11,040,468 1,184,259 11,377,031

7. 857,440 89,000 711,800 857,440 89,000 711,800

(1) 退 職 手 当 債 857,440 89,000 711,800 857,440 89,000 711,800

26,003,908 4,606,600 28,281,226 26,003,908 4,594,559 28,269,185計

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

普 通 債

災 害 復 旧 費

一 般 会 計 出 資 債

住 民 税 等 減 税 補 て ん 債

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

退 職 手 当 債
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参  考 款  別  現  計  予  算  表
１．歳  入

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比  率

(1) 市 　税  8,910,798  8,910,798  34.3

(2) 地方譲与税  140,500  140,500  0.5

(3) 利子割交付金  11,800  11,800  0.1

(4) 配当割交付金  54,900  54,900  0.2

(5) 株式等譲渡所得割交付金  29,200  29,200  0.1

(6) 地方消費税交付金  1,145,500  1,145,500  4.4

(7) ゴルフ場利用税交付金  44,000  44,000  0.2

(8) 自動車取得税交付金  38,500  38,500  0.2

(9) 地方特例交付金  39,800 △3,882  35,918  0.1

(10)地方交付税  2,530,000  115,950  2,645,950  10.2

(11)交通安全対策特別交付金  10,767  10,767 －

(12)分担金及び負担金  697,467  697,467  2.7

(13)使用料及び手数料  370,423  370,423  1.4

(14)国庫支出金  4,575,928  31,744  4,607,672  17.8

(15)府支出金  1,901,976 △17,329  1,884,647  7.3

(16)財産収入  48,268  2,604  50,872  0.2

(17)寄　附　金  82,370  20,544  102,914  0.4

(18)繰　入　金  1,387,777  86,872  1,474,649  5.7

(19)諸　収　入  192,176  36,543  228,719  0.9

(20)市 　債  3,471,100 △12,041  3,459,059  13.3

(21)繰　越　金  3,370  3,370 －
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（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

歳     入     合     計    25,683,250       264,375    25,947,625 100.0
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２．歳       出

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 議　会　費                                            226,281         △457       225,824   0.9

(2) 総　務　費                                          2,187,369       △3,037     2,184,332   8.4

(3) 民　生　費                                         11,050,416        36,510    11,086,926  42.7

(4) 衛　生　費                                          2,589,423       △5,432     2,583,991  10.0

(5) 農林水産業費                                          204,811        18,350       223,161   0.9

(6) 商　工　費                                             79,842         △269        79,573   0.3

(7) 土　木　費                                          1,731,153      △14,444     1,716,709   6.6

(8) 消　防　費                                            901,817       901,817   3.5

(9) 教　育　費                                          3,859,955         4,963     3,864,918  14.9

(10)公　債　費                                          2,635,092     2,635,092  10.1

(11)諸支出金                                              197,091       228,191       425,282   1.6

(12)予　備　費                                             20,000        20,000   0.1

歳     出     合     計    25,683,250       264,375    25,947,625 100.0
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議案第９号 

 

平成２９年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度大阪府泉南市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７，７２０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１０，０８５，２７８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

  平成２９年９月６日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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２．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

15 53,511 34,608 88,119 18,630 106,749

13 43,924 30,314 74,238 14,791 89,029

2 9,587 4,294 13,881 3,839 17,720

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,202 3,283 672 1,512 3,814 1,289 732 785 12,918 8,401

876 2,685 672 1,590 3,814 1,203 732 540 11,043 7,159

326 598 0 △ 78 0 86 0 245 1,875 1,242

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

　 補正後 14人 1人 15人

補正前 12人 1人 13人

比　 較 2人 0人 2人

扶養手当 326 千円 特殊勤務手当 0 千円

地域手当 598 千円 児童手当 245 千円

管理職手当 0 千円 期末手当 1,875 千円

住居手当 △ 78 千円 勤勉手当 1,242 千円

超過勤務手当 0 千円

通勤手当 86 千円

職　 員
手当等

給　　料

4,294

増減事由別明細 備      　　　  考

人事異動に伴う増減分 4,294 人事異動による増減

9,587 人事異動に伴う増減分 9,587 人事異動による増減
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議案第１０号 
 

   平成２９年度大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 
平成２９年度大阪府泉南市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８，１５４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
２，２１９，８１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 
 
平成２９年９月６日提出 

 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正

  

1.   歳     入

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(4) 繰　入　金       795,624       △8,154       787,470

  

 1)一般会計繰入金       795,624       △8,154       787,470

  

歳         入         合         計     2,227,971       △8,154     2,219,817
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2.   歳     出

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(1) 総　務　費       473,941       △8,022       465,919

  

 1)総務管理費       473,941       △8,022       465,919

  

(2) 事　業　費       395,032         △132       394,900

  

 1)下水道建設費       395,032         △132       394,900

  

歳         出         合         計     2,227,971       △8,154     2,219,817
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平成２９年度 

 

大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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歳 入

23-0001

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　　額
説 明

（単位：千円）

４
繰　入　金            795,624       △8,154       787,470

( 1)
一般会計繰入金        795,624       △8,154       787,470

  1)
一般会計繰入金        795,624       △8,154       787,470

1.
一般会計繰入金        △8,154

歳　　　入　　　合　　　計     2,227,971       △8,154     2,219,817

款  4 繰　入　金      項  1 一般会計繰入金      目  1 一般会計繰入金
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歳 出
款  1 総　務　費            

23-0001

款　項　目　事業 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一 般 財 源
説 明 補正前の額

（単位：千円）

  １総　務　費          473,941       △8,022       465,919                    △8,022

( 1)総務管理費          473,941       △8,022       465,919                    △8,022

  1)一般管理費          350,881           182       351,063                        182

節　　区　　分 金       額

  3.職員手当等                146        11,163
  4.共　済　費                 36         6,724

[ 1]人件費事業           35,248           182        35,430                        182

節　　区　　分 金       額

  3.職員手当等                146        11,163扶養手当            54
地域手当             3
期末手当            47
勤勉手当            42

  4.共　済　費                 36         6,724共済組合納付金

  2)施設管理費          123,060       △8,204       114,856                    △8,204

節　　区　　分 金       額

  2.給　　　料            △4,364        10,995
  3.職員手当等            △2,407         7,095
  4.共　済　費            △1,433         3,774

[ 1]人件費事業           21,864       △8,204        13,660                    △8,204

節　　区　　分 金       額

  2.給　　　料            △4,364        10,995一般職

  3.職員手当等            △2,407         7,095扶養手当            36
地域手当         △260
住居手当         △324
通勤手当          △51
期末手当       △1,093
勤勉手当         △715

  4.共　済　費            △1,433         3,774共済組合納付金       △1,421
厚生会事業補給金          △12
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 23-0002

  ２事　業　費          395,032         △132       394,900                      △132

( 1)下水道建設費        395,032         △132       394,900                      △132

  1)下水道建設費        395,032         △132       394,900                      △132

節　　区　　分 金       額

  3.職員手当等              △225        13,618
  4.共　済　費                 93         6,519

[ 1]人件費事業           38,873         △132        38,741                      △132

節　　区　　分 金       額

  3.職員手当等              △225        13,618扶養手当         △156
地域手当          △10
期末手当          △36
勤勉手当          △23

  4.共　済　費                 93         6,519共済組合納付金

歳　出　合　計     2,227,971       △8,154     2,219,817                    △8,154

款  2 事　業　費      項  1 下水道建設費      目  1 下水道建設費
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１．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

11 42,728 29,390 72,118 15,713 87,831

12 47,092 31,876 78,968 17,017 95,985

△ 1 △ 4,364 △ 2,486 △ 6,850 △ 1,304 △ 8,154

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,436 2,705 576 1,076 1,362 689 209 1,440 11,454 7,443

2,502 2,972 576 1,400 1,362 740 209 1,440 12,536 8,139

△ 66 △ 267 0 △ 324 0 △ 51 0 0 △ 1,082 △ 696

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

　 補正後 11人 0人 11人

補正前 12人 0人 12人

比　 較 △1人 0人 △1人

扶養手当 △ 66 千円 特殊勤務手当 0 千円

地域手当 △ 267 千円 児童手当 0 千円

管理職手当 0 千円 期末手当 △ 1,082 千円

住居手当 △ 324 千円 勤勉手当 △ 696 千円

超過勤務手当 0 千円

通勤手当 △ 51 千円

△ 4,364 人事異動による増減

職　 員
手当等

給　　料

△ 2,486

増減事由別明細 備      　　　  考

人事異動に伴う増減分 △ 2,486 人事異動による増減

△ 4,364 人事異動に伴う増減分
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議案第１１号 
 

   平成２９年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 
 
 平成２９年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９，１３９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
 ５，９１２，２３２千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 
 

平成２９年９月６日提出 
 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２９年度 

 
大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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２．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

24 72,592 42,363 114,955 23,078 138,033

22 67,951 40,493 108,444 21,085 129,529

2 4,641 1,870 6,511 1,993 8,504

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,016 4,479 1,056 1,252 4,475 1,472 0 540 16,482 10,591

2,340 4,220 576 1,252 4,475 1,261 0 540 15,727 10,102

△ 324 259 480 0 0 211 0 0 755 489

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

140



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

　 補正後 14人 10人 24人

補正前 13人 9人 22人

比　 較 1人 1人 2人

扶養手当 △ 324 千円 特殊勤務手当 0 千円

地域手当 259 千円 児童手当 0 千円

管理職手当 480 千円 期末手当 755 千円

住居手当 0 千円 勤勉手当 489 千円

超過勤務手当 0 千円

通勤手当 211 千円

職　 員
手当等

給　　料

1,870

増減事由別明細 備      　　　  考

人事異動に伴う増減分 1,870 人事異動による増減

4,641 人事異動に伴う増減分 4,641 人事異動による増減
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議案第１２号 
 

   平成２９年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 
 平成２９年度大阪府泉南市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８，２３３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ   

７７９，８７２千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
予算補正」による。 
 
平成２９年９月６日提出 

 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２９年度 

 

大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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１．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

3 8,005 4,356 12,361 2,219 14,580

3 10,282 5,916 16,198 3,121 19,319

0 △ 2,277 △ 1,560 △ 3,837 △ 902 △ 4,739

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

450 508 0 0 427 195 0 120 1,624 1,032

468 645 0 0 427 160 0 120 2,526 1,570

△ 18 △ 137 0 0 0 35 0 0 △ 902 △ 538

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

　 補正後 1人 2人 3人

補正前 2人 1人 3人

比　 較 △1人 1人 0人

扶養手当 △ 18 千円 特殊勤務手当 0 千円

地域手当 △ 137 千円 児童手当 0 千円

管理職手当 0 千円 期末手当 △ 902 千円

住居手当 0 千円 勤勉手当 △ 538 千円

超過勤務手当 0 千円

通勤手当 35 千円

職　 員
手当等

給　　料

△ 1,560

増減事由別明細 備      　　　  考

人事異動に伴う増減分 △ 1,560 人事異動による増減

△ 2,277 人事異動に伴う増減分 △ 2,277 人事異動による増減
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議案第１３号 

 

   平成２９年度泉南市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 平成２９年度泉南市の水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （収益的支出） 

第２条 平成２９年度泉南市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり

補正する。 

支     出 

                既決予定額        補正予定額        計 

第１款 水道事業費用   １，５９２，９８３千円   ９，１３９千円   １，６０２，１２２千円 

  第１項   営業費用  １，４８３，１６０千円   ９，１３６千円   １，４９２，２９６千円 

  第２項   営業外費用    ９９，８２３千円       ３千円      ９９，８２６千円  

 

（資本的支出） 

第３条 予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３３５，３９４千円」を「資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３２４，７６７千円」に、「過年度分損益勘定留保資金３１４，８３９千円」を「過年度分損益勘

定留保資金３０４，２１２千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 
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  支     出 

                 既決予定額          補正予定額         計 

第１款  資本的支出     ５３６，１２５千円    △１０，６２７千円     ５２５，４９８千円 

  第１項  建設改良費    ３３６，２５６千円    △１０，６２７千円     ３２５，６２９千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条の職員給与費「１８１，８２０千円」を「１８０，３２９千円」に補正する。 

  

平成２９年９月６日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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1.総　括

12 3

6 0

18 3

12 1

6 0

18 1

0 2

0 0

0 2

52,710

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

法定福利費 合　　計

職 員 数 給 与 費

計

8,294 44,823

区 分

一般職
（人）

その他
（人）

報 酬 給 料 手 当

損益勘定支弁職員 0 56,441 58,785 115,226 20,280

73,025 151,755 28,574

135,506

補正後 資本勘定支弁職員 0 22,289 14,240 36,529

180,329

損益勘定支弁職員 0 53,475 106,185 20,185 126,370

合　　計 0 78,730

補正前 資本勘定支弁職員 0 27,050 18,376 45,426 10,024 55,450

合　　計 0 80,525 71,086 151,611 30,209 181,820

損益勘定支弁職員 0 2,966 6,075 9,041 95

比較 資本勘定支弁職員 0 △4,761 △4,136 △8,897

0 △1,795 1,939 144 △1,635

9,136

△1,730 △10,627

△1,491

区分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

合　　計

補正後 2,640 4,856 20,387 13,213 648 1,397 2,382

補正前 3,264 4,995 21,424 13,899 0 1,441 2,016

手当の内訳
比　較 △624 △139 △1,037 △686 648 △44 366

区分 超勤手当 特殊勤務手当 児童手当 退職給付費 宿日直手当 浄水場管理手当

補正後 12,747 167 930 13,658 0 0

補正前 8,224 167 900 14,756 0 0

比　較 4,523 0 30 △1,098 0 0
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2.給料及び手当の増減額の明細

人事異動に伴う増減分

人事異動に伴う増減分

退 職 給 付 費 △ 1,098

管 理 職 手 当 366

超 勤 手 当

648

通 勤 手 当 △ 44

共済費 △ 1,635 △ 1,635 人事異動による増減 法 定 福 利 費 △ 1,635

期 末 手 当 △ 1,037

1,939 人事異動による増減

4,523

児 童 手 当 30

勤 勉 手 当 △ 686

住 居 手 当

扶 養 手 当 △ 624

地 域 手 当 △ 139

給　料 △ 1,795 △ 1,795 人事異動による増減 給 料 △ 1,795

区分 増　減　額 増　減　事　由　内　訳 説　　　　　明 備　　　　　考

（単位：千円）

1,939手　当 人事異動に伴う増減分
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議案第１４号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市一般会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市一般会計歳入歳出決

算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

163



白  紙 

164

kagotani2320
長方形



議案第１５号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第１６号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市狐池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市狐池財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第１７号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）

財産区会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第１８号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市馬場財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市馬場財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第１９号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市男里財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市男里財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２０号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

175



白  紙 

176

kagotani2320
長方形



議案第２１号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市信達市場財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市信達市場財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２２号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計歳入歳出決算認定に 
   ついて 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市新家高野・野口（大

掛）財産区会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２３号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市幡代財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市幡代財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２４号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２５号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区

会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２６号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市国民健康保険事業特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２７号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市下水道事業特別会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２８号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２９号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市介護保険事業特別会

計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第３０号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業

特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第３１号 
 

   平成２８年度大阪府泉南市公共用地取得事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２８年度大阪府泉南市公共用地取得事業特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第３２号 
 

   平成２８年度泉南市水道事業会計決算認定について 

 
 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、平成２８年度泉南市水道事業会計決算を別

紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２９年９月６日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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